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Ⅰ　はじめに
　2000年5月29日に社会福祉事業法（昭和26
（1951）年　法律45）（以下，「旧法」という。）
改正が可決成立し，6月7日に社会福祉法（題
名改正平成12（2000）年　法律111）（以下，
「改正法」とする。）として公布，施行された。
改正法では，法第1条で「福祉サービスの利用
者の利益の保護及び地域における社会福祉（以
下「地域福祉」という。）の推進を図る」とし
て，地域福祉の推進を基本とするシステムに転
換した。そして，法第3条（福祉サービスの基
本的理念）で，「福祉サービスは，個人の尊厳
の保持を旨とし，その内容は，福祉サービスの
利用者が心身ともに健やかに育成され，又はそ
の有する能力に応じ自立した日常生活を営むこ
とができるように支援するものとして，良質か
つ適切なものでなければならない。」と規定し
た。これは社会福祉法の柱となる3点が含まれ
ているとみることができる。第1に，社会福祉
を目的とする事業（社会福祉事業を含む）の定
義の整理，第2に，地域福祉の視点，第3に利
用者という概念を制度上明確にするというもの
である。
　それまでの旧法は，社会福祉事業の定義と実
施機関の役割，社会福祉事業者の条件を中心に
規定していた。それに対し，改正法は旧法を下
敷きにしながらも，「地域福祉」ということば
を使用しながら地域で生活する（活動する）個
人および社会福祉事業者の責任を強く明示した
ものであるが，一方で福祉サービスの内容につ
いては誰が「良質かつ適切なもの」と判断する
のかという主体者はそこからは読みとることは
できず，理念としての位置づけとなっていると
考えられる。しかし，判断の主体者を福祉サー
ビス利用者あるいは社会福祉事業者とするなら
ば，福祉サービス利用者と社会福祉事業者との
関係性の中で個人的理解あるいは主観として矮
小化してみることができ，地域住民が判断の主
体者とするならばその判断基準としての共同体
的理解を「心身ともに健やかに育成」あるいは
「有する能力に応じ自立した日常生活を営むこ
とができる」というところに置くことで，さら
に共同体的価値意識が求められることになる。
　また，「利用者」という概念を条文に明確に
することで，福祉サービスの主体者としての存
在を確認した。旧法には利用者という用語も概
念もなく，措置の対象としての「要援護者」と
いう用語が用いられていたが，改正法では福祉
サービスを媒介して「社会福祉事業を経営する
者」と「利用者」が対置するものとして対等性
を明示した。しかし，福祉サービス利用者は，
自立した生活を営むことが困難な事由を有して
いるがゆえに福祉サービスを利用しなければな
らないのであって，社会福祉事業者と実質的な
対等性を確保するためには，社会福祉事業者
に対する事後規制と利用者の保護が必要となっ
た。
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　法第4条（地域福祉の推進）では，「地域住
民，社会福祉を目的とする事業を経営する者及
び社会福祉に関する活動を行う者は，相互に協
力し，福祉サービスを必要とする地域住民が地
域社会を構成する一員として日常生活を営み，
社会，経済，文化その他あらゆる分野の活動に
参加する機会が与えられるように，地域福祉の
推進に努めなければならない。」として，福祉
サービスは社会サービスとして地域社会を構成
するものすべての努力義務として共同体的理解
の基にすすめられることを原則としている。
　そのうえで，社会福祉事業者に対して，法第
5条（福祉サービスの提供の原則）において「利
用者の意向を十分に尊重」することを努力義務
としたが，当然，提供できないサービスを含め
て提供する努力義務があるとしたわけではな
い。そこで，予め福祉サービス利用者が自身の
要求をどこに求めて行けばよいのかを選択でき
るようにすることで，社会福祉事業者が提供で
きるサービスと異なるサービスを求めることが
不適当であることを利用者が認識する必要が生
じてくる。そのため，法第75条（情報の提供）
において「社会福祉事業の経営者は，福祉サー
ビス（社会福祉事業において提供されるものに
限る。以下この節及び次節において同じ。）を
利用しようとする者が，適切かつ円滑にこれを
利用することができるように，その経営する社
会福祉事業に関し情報の提供を行うよう努めな
ければならない。」とし，さらに法第76条（利
用契約の申込み時の説明）において「社会福祉
事業の経営者は，その提供する福祉サービスの
利用を希望する者からの申込みがあつた場合に
は，その者に対し，当該福祉サービスを利用す
るための契約の内容及びその履行に関する事項
について説明するよう努めなければならない。」
と自己決定に必要な事前の情報提供および提供
情報の再確認，同意を求めている。
　このプロセスを経た上で福祉サービスの利用
提供についての契約がなされるが，それでもな
お，サービス内容等の錯誤を含めた利用者の要
求に対して法第5条には「保健医療サービスそ
の他の関連するサービスとの有機的な連携を図
るよう創意工夫を行いつつ，これを総合的に提
供することができるように」とすることで，利
用者の「不適当」な要求自体もサービス提供に
おける援助の対象とすることも可能となると考
えたと思われる。また，法第78条（福祉サー
ビスの質の向上のための措置等）において「社
会福祉事業の経営者は，自らその提供する福祉
サービスの質の評価を行うことその他の措置を
講ずることにより，常に福祉サービスを受ける
者の立場に立って良質かつ適切な福祉サービス
を提供するよう努めなければならない。」と「良
質」なサービス提供を保障できるようにしてい
る。
　これらの規定はすべて「努力義務」であり，
社会福祉事業者の自律性に委ねられている。旧
法においても改正法においても共通しているの
は，社会福祉事業者は「善なるもの」という見
方であり，社会福祉を実現するために自律的
に「良質」なサービスを提供することを前提と
しているが，旧法においては国，地方公共団体
や社会福祉法人等に経営が専有されていた（ナ
ショナル・ミニマムを具現化するための措置制
度であるための必然性）第1種社会福祉事業と
第2種社会福祉事業のうち第2種社会福祉事業
が市場開放されたことで，「善なるもの」以外
の者が社会福祉事業者となることが可能となっ
た。もっとも，市場競争が働くことで「良質」
なサービス提供という鍵により福祉サービス利
用者の選択から排除されていくことも可能であ
ることから，事前規制により社会福祉事業者を
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「善なるもの」のみとしなくても福祉サービス
の維持，向上を図ることの可能性を否定するこ
とはできない。
　もっとも，契約利用制度の弱点は，選択でき
るサービス量の充足が前提（サービス量とは必
ずしも「総量」ではない）となるがゆえに，改
正法で福祉サービス利用者と社会福祉事業者の
対等性を示しても，地域における選択が保障さ
れなければ現実に対等性は保障されない。また，
選択にあたっての判断できる情報がどのように
保障されるか，「契約」にともなう権利と責任
と義務（「条件」）をどのように保障するのか
が，福祉サービスの選択と福祉サービスを利用
しながら「有する能力に応じ」た自立生活を営
む上での自己決定に極めて重要な要素となる。
そのため，改正法では「福祉サービスの適切な
利用」について3節からなる新たな章が設定さ
れ，苦情解決の仕組みが規定された。
　本稿においては，改正法に規定された苦情解
決制度の現状を通して，苦情解決制度が福祉
サービスにおける権利，とりわけ自己決定の権
利をどのようにとらえているのか，社会福祉事
業における権利擁護のあり方を考察し，「社会
福祉における権利と連帯」についての課題を概
観したい。
Ⅱ　社会福祉法による苦情解決の仕組みの
意義
1　福祉サービスにおける苦情解決の前提
　苦情解決の仕組みについての規定は，改正
法の「第8章　福祉サービスの適切な利用」
中「第2節　福祉サービスの利用の援助」（第
80条―第87条）において，法第82条（社会福
祉事業の経営者による苦情の解決），法第83条
（運営適正化委員会），法第84条（運営適正化
委員会の行う福祉サービス利用援助事業に関す
る助言等），法第85条（運営適正化委員会の行
う苦情解決のための相談等），法第86条（運営
適正化委員会から都道府県知事への通知）およ
び法第87条（政令への委任）に規定している。
その概要は，社会福祉事業経営者の苦情解決の
責務を明確化し，第三者が加わった事業所内に
おける苦情解決の仕組みの整備と解決すること
を第一義としている。そのうえで，苦情解決の
ために都道府県社会福祉協議会に設置された運
営適正化委員会が関わることとしている。
　苦情解決システムの前段階として，「第1節
情報の提供等」（第75条―第79条）と「第2節
福祉サービスの利用の援助等」（第80条―第87
条）がある。前述した法第75条および法第76
条は福祉サービス利用にあたっての事前の対応
として社会福祉事業者等の求められている義
務であるが，旧法の基礎構造であった措置制度
のもとでは社会福祉事業者等は措置権者（都道
府県市町村）との委託関係により福祉サービス
を提供していたものを，契約利用方式では福祉
サービス利用者と社会福祉事業者等の当事者間
においてどのような状況のものとで契約を行う
かが，その後の福祉サービス利用提供関係が開
始された後の問題にとって重要となる。そのた
め，福祉サービス利用者が福祉サービス利用に
あたっての選択（自己決定）の権利を保障する
必要があり，改正法では福祉サービス利用者の
特性から積極的に情報提供をすすめることにな
る。また，措置制度のもとでは，措置の実施機
関から社会福祉援助の対象者と「認定」される
ことで福祉サービスの利用者となり得たが，契
約利用制度のもとでは社会福祉援助の対象者は
福祉サービスの利用者と区分される。いいかえ
れば，措置制度のもとでは個人が福祉サービス
を利用したいと希望したとしても，社会福祉関
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係各法に照らして措置の必要条件を満たしてい
るかどうかを措置の実施機関が認定しなければ
福祉サービスを利用できない，福祉サービスを
提供できないものであったが，契約利用制度の
もとでは実際は福祉サービスの量的充足が十分
でないために選択や利用ができないとしても，
当事者間の合意があれば福祉サービス利用提供
関係が生まれることになる。ここで，「福祉サー
ビスとは何か」という概念を明らかにしなけれ
ばならないであろうが，改正法では福祉サービ
スとは法第2条（定義）に定義している事業に
より提供されるものとしていることをとりあげ
ておきたい。
　法第77条（利用契約の成立時の書面の交付）
では利用契約が成立したときに契約の書面を交
付することを義務づけたものである。消費者保
護に関する他の法令にも類似性をみることが
できるが，契約関係における紛争性を回避す
るうえで重要な事項についての書面交付は改正
法における社会福祉事業者等への不利益処分の
対象となる規定の一つである。この条文に基づ
いて，契約書や重要事項説明書が作成され交付
されているが，実際のところ，福祉サービス利
用者や家族が理解しうる内容で，その上で契約
行為を行っているかのだろうか。改正法施行に
あたって全国的に「例」が示され，多くの社会
福祉事業者等では「例」に沿って作成されてい
る。最近は自己決定を強く意識した書面もある
が，契約の当事者間においてどの程度契約内容
が認識されているのだろうか。統計をとっては
いないが，社会福祉事業者の面接担当者等から
苦情解決体制整備についての聴きとり調査にあ
わせて確認したところ，説明している担当者自
身が十分内容を理解できないまま，記載されて
いるものを読み上げているだけの実態も見られ
た。知的障害者に対してはひらがなで記載され
たり，振り仮名をうっている契約書や重要事項
説明書を交付しているところも多く見られ，本
人署名欄に本人ではない者（家族）が署名して
いることも見られた。自己決定の権利に対応す
る情報提供は「能力の所与性」の問題もあるが，
提供された情報の的確な理解を前提とする。法
第77条による書面交付義務を契約関係におけ
る紛争性の解決という視点から福祉サービス利
用者の利益の保護を論じるならば，契約行為に
ともなう判断についての自己決定の権利をどの
ように守れるかを論じることも必要である。ひ
らがなが読めたから契約内容を理解したという
ことではなく，契約に係わる一連の行為を含め
てその内容を理解し，判断することにあると考
える。書面交付をもって契約行為とする見方も
あるが，契約にあたって福祉サービスを利用し
ようとする者（あるいは利用者）が福祉サービ
ス提供者を信頼し，福祉サービスの利用提供関
係になることが自己決定に基づく権利性を確保
することになるのではないだろうか。例えば，
知的障害者が，この職員が自信をもって説明し
て自分に理解できるようにしてくれているか
ら，この契約は自分にとって不利にはならない
という安心感をもたらす情報提供が自己決定に
あたって必要なのではないだろうか。自己決定
にあたって重要なことは契約書や重要事項説明
書という書面そのものではなく，一連の契約行
為において契約する内容を理解できているかど
うか，納得しているかどうかであるとするなら
ば，法第76条および法第77条の規定はあくま
でも社会福祉事業者等の自律性に依存したもの
であり，社会福祉事業者等が「善なるもの」で
あることを前提にしたものといえる。
　社会福祉事業者等の自律性に依存する規定
に法第78条（福祉サービスの質の向上のため
の措置等）がある。ここで，「社会福祉事業の
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経営者は，自らその提供する福祉サービスの
質の評価を行うことその他の措置を講ずるこ
とにより，常に福祉サービスを受ける者の立
場に立って良質かつ適切な福祉サービスを提
供するよう努めなければならない。」として，
法第3条の理念に沿って福祉サービスの自己点
検，自己評価を求めている。また，「福祉サー
ビスの質の向上のための措置を援助するため
に，福祉サービスの質の公正かつ適切な評価
の実施に資するための措置を講ずるよう努め
なければならない。」として国の責務（努力義
務）を規定している。社会福祉事業者による自
己評価は必ずしも客観性を有している訳ではな
いので，第三者評価などによる客観性を確保す
ることで「福祉サービスの質」などを確保しよ
うとするものである。現在，すべての福祉サー
ビスについて第三者評価事業を適用するところ
までには至っていないが，社会福祉事業者の
中には「ISO」（International Organization for 
Standardization）の取得などを少なからず喧伝
するものもいる。第三者評価は評価機関の格付
け，認証，改善指導などの手法による「達成度」
の確認であるが，改正法で示している第三者評
価はそれぞれの社会福祉事業者等による自己評
価を前提にしているため，その自己評価の適正
を確認するための第三者評価といえる。しか
し，第三者評価の対象は社会福祉事業者が求め
る内容，または，評価者が評価目的に基づいて
評価対象を決めるため，必ずしも福祉サービス
を利用しようとする者（あるいは利用者）が福
祉サービスの選択にあたって求める内容と一致
しているとはいえないこともある。また，評価
結果などは社会福祉事業者が自ら公表しない限
り他への報告は前提としていないために，通常
は評価結果や内容を知り得るところにはない。
また，福祉サービスの第三者評価は求められる
「質」の規格の標準化が難しいため，評価基準
は主観的，抽象的な表現になりやすく，対象に
求められる水準の設定そのものも評価実施主体
の主観的概念に基づくものとなりやすい。それ
を回避するためには「質」を推測できるような
客観性をもつ評価対象項目が必要となるが，そ
の推測も評価者の専門性や経験等により異なり
やすいため均質化を図る必要がある。第三者評
価をしているから提供している福祉サービスが
優れているとは限らないわけで，何が評価され，
何が評価されないかということも含めて明らか
にしておく必要があるだろう。
　そもそも，福祉サービスなどの契約制度のも
とでは利用者と社会福祉事業者は契約上におい
て対等な位置づけとなっているが，一般的に消
費者契約においては事業者がもっている情報と
利用者がもっている情報の非対称性が指摘され
ている。また，福祉サービスなどの利用者の特
性からみると福祉サービス利用場面における交
渉力格差が大きくなることから，福祉サービス
を利用しようとする者（あるいは利用者）が判
断し，選択するための情報を提供するうえでは
判断の指標も含めて保証されることが必要であ
ろう。しかし，「福祉サービスの質」が「良質
かつ適切」であるかどうかは福祉サービス利用
者の主観や共同体的価値意識などによって決定
されるものであるため，法による規定自体が社
会福祉事業者の自律性に依拠するものである限
り，福祉サービス利用者は福祉サービスに対し
て満足のいく回答を得ることができないことも
あり得るだろう。とりわけ福祉サービス利用者
の特性を考慮するならば，錯誤等による判断の
「誤り」は自己決定の妥当性にも影響を与える
だけでなく，その後の福祉サービス利用提供関
係にも大きな影響を与えるため，苦情解決シス
テムの整備により自己決定を支えることが必要
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となる。
2　苦情解決の仕組みの意義
　苦情解決システムは改正法だけでなく介護保
険法においても設定されており，それらを他の
消費者保護立法よる苦情対応と比較すると社会
福祉事業者や介護保険事業所の自律性に大きく
依拠しているとみることができる。法第82条
（社会福祉事業の経営者による苦情の解決）は
努力義務であっても契約当事者間においての解
決を第一義にするなど，情報の非対称性から生
じる問題に対して社会福祉事業者の責務を規定
していることなど，福祉サービス利用者の特性
に配慮した規定である。
　福祉サービスと介護サービスの両方にまたが
る社会福祉事業は老人福祉法に規定する特別養
護老人ホームや訪問介護事業などが該当し，介
護保険法に基づく対応を優先することになって
いるが，実態は都道府県の実情に応じた対応と
なっている。
　「社会福祉事業の経営者による福祉サービス
に関する苦情解決の仕組みの指針について」
（平成12年6月7日付，障第452号，社援第
1352号，老発第514号，児発第575号）が当時
の厚生省大臣官房障害保健福祉部長，厚生省社
会・援護局長，厚生省老人保健福祉局長および
厚生省児童家庭局長の四者連名で各都道府県知
事，指定都市市長および中核市市長宛に通知さ
れた。同日に「社会福祉の増進のための社会
福祉事業法等の一部を改正する等の法律」（平
図 1　苦情対応の仕組み
出展： 見平隆「介護支援専門員実務研修テキスト」（財）長寿社会開発センタ （ー2006
年），p. 73を一部改変
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成12年6月7日法律第111号）の施行にともな
い，新たに導入される苦情解決の仕組みが円滑
に機能して，社会福祉事業者がとりくむ際の参
考とすることを目的として苦情解決の体制や手
順等について指針を示した。この指針は，地方
自治法（昭和22年法律第67号）第245条の4
第1項の規定に基づく技術的助言として通知さ
れたものであるが，同年3月に全国社会福祉協
議会が報告した「福祉サービスにかかる苦情解
決に関する検討会報告書」に沿う内容であった。
　この指針において苦情解決の仕組みの目的を
次のように示していた。
○　苦情への適正な対応により，福祉サー
ビスに対する利用者の満足感を高めるこ
とや早急な虐待防止対策が講じられ，利
用者個人の権利を擁護するとともに，利
用者が福祉サービスを適切に利用するこ
とができるように支援する。
○　苦情を密室化せず，社会性や客観性を
確保し，一定のルールに沿った方法で解
決を進めることにより，円滑・円満な解
決の促進や事業者の信頼や適正性の確保
を図る。
　そのうえで，苦情解決体制として，苦情解決
責任者，苦情受付担当者および第三者委員を設
置することとして，特に第三者委員の設置形態
や要件，選任方法，職務，報酬などを示し，苦
情解決の手順を示した。
　一方，事業者段階で解決が図れない場合に当
事者間をあっせんする機関として都道府県社会
福祉協議会に設置された運営適正化委員会につ
いては，社会福祉法施行令（昭和33年政令第
185号）の改正により，運営適正化委員会に合
議体を設置して取り扱う案件を示した。案件は
福祉サービス利用援助事業（いわゆる日常生活
自立支援事業，旧地域福祉権利擁護事業）に関
する助言または勧告と，福祉サービスの苦情の
解決のための相談，助言，調査またはあっせん
とした。また，社会福祉法施行規則（昭和26
年厚生省令第28号）（以下，規則という。）の
改正により運営適正化委員の選任や苦情の解決
のあっせんの申請について規定した。規則では
苦情の解決のあっせんの申請やあっせんの手順
などを規定している。
　運営適正化委員会は福祉サービス利用援助事
業に関する助言や勧告も行うが，苦情の解決の
ための相談に応じて必要な助言や調査を行い，
苦情申出人と福祉サービス提供者の同意を得て
苦情解決のあっせんを行う。法第86条で運営
適正化委員会から許認可権限を持ち監督責任の
ある都道府県知事または市町村長への通知を規
定していることもあり，申し出人からは裁決に
よる解決を期待されることが多いが，基本は苦
情申出人自身による自主的な解決が求められて
おり，事業者段階で解決が図れない場合におい
て委員会は解決のための助言等の支援を行うこ
とが主となっている。
　「運営適正化委員会における福祉サービスに
関する苦情解決事業について」（平成12年6月
7日付社援第1354号）厚生省社会・援護局長通
知で「運営適正化委員会における福祉サービス
に関する苦情解決事業実施要綱」が地方自治法
に基づく技術的援助として各都道府県知事宛て
に通知され，事業の対象範囲や実施方法が示さ
れた。対象とする福祉サービスの範囲は，改正
法第2条に規定する社会福祉事業において提供
されるすべての福祉サービスとして，さらに支
障を及ぼさない認められる場合には対象範囲を
拡大しても差し支えないとしている。対象とす
る苦情の範囲は，特定の利用者からの福祉サー
ビスに関する苦情と不特定の利用者に対する福
祉サービスの提供に関する申し立てのいずれで
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あっても，福祉サービスに係る処遇内容に関す
ること，利用契約の締結，履行または解除に関
することとした。これは，匿名性のある苦情申
し立てであったとしても事業の対象等となるこ
とを意味し，利用者保護とともに社会福祉事業
者の責務を強く示すものである。苦情申出人の
範囲は福祉サービスの利用者，その家族，代理
人等の他，民生委員・児童委員，当該事業者の
職員等，当該福祉サービスの提供に関する状況
を具体的かつ的確に把握している者として，い
わゆる内部告発も含めて対応できることとし
た。
　しかし，苦情解決の仕組みを確立するうえで
あらためて確認する必要があったものが苦情申
出人の範囲であった。苦情解決にあたっては社
会福祉事業者等による解決を第一義としている
が，社会福祉事業者が対象とする苦情申出人の
範囲についてはあらためて明示する必要があっ
た。「児童福祉施設最低基準等の一部を改正す
る省令の施行について」（平成12年8月22日
付，障第615号，老発第598号，児発第707号）
では，改正の趣旨として「利用者等からの苦情
に適切に対応するための必要な措置を採ること
を義務づけること等により，利用者等に実際に
サービスを提供している施設において，第一義
的に苦情の適切な解決を図ろうとするもの」と
明記し，その上で苦情申出人の範囲や必要な措
置の内容を整理している。苦情申出人の範囲に
は利用者等本人のほか，本人の苦情を代弁する
家族および代理人を含むものとしている。ま
た，「苦情解決のための手続」として受付から
対応内容についての通知までの具体的な流れを
示し，手続を掲示することや直接説明すること
などを具体的に示している。それは，運営適正
化委員会とは異なり，福祉サービスの質の向上
について社会福祉事業者の内部における自助努
力，自律性を前提とするために福祉サービスの
自己評価や第三者評価などを行うことを前提と
していたからとみることができる。また，社会
福祉事業者における苦情解決の仕組みで第三者
委員を設置することで，福祉サービスの日常的
な状況把握ができるとしたと考えられる。
3　社会福祉事業者における苦情解決のあり
方
　法第82条（社会福祉事業の経営者による苦
情の解決）で「社会福祉事業の経営者は，常
に，その提供する福祉サービスについて，利用
者等からの苦情の適切な解決に努めなければな
らない。」と規定されている福祉サービスを提
供する社会福祉事業者が担当する苦情解決の仕
組みの部分には，苦情解決責任者と苦情受付担
当者のほか，第三者委員を設置することになっ
ている。
　第三者委員とは福祉サービスの利用者と社会
福祉事業者の当事者に対して第三者ということ
であり，苦情解決にあたって社会性や客観性を
確保するだけでなく，改正法の目的にもある地
域福祉という基盤の中での共同体的価値意識の
醸成と共有の確保を図るものとしても考えられ
る。第三者委員の選考および委嘱にあたっては
選任要件を示し，「世間からの信頼性を有する
者」として理事を除く評議員，監事または鑑査
役，社会福祉士，民生委員・児童委員，大学教
授，弁護士などが例示されている。この例示の
意味は中立・公平性の確保が必要であることか
ら，苦情解決の責任主体であり福祉サービス利
用者と対置する関係にある経営者（理事）の代
弁者と見なされない役割を持っている者という
ことが理解できる。しかし，第三者委員は「選
任の際には，評議員会への諮問や利用者等から
の意見聴取を行う」と例示されてはいるもの
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の，経営者（理事）の責任において選任される
ものであり，内部処理では問題が解決するのか
との見方は否定できないが，「外圧」によらな
い自主的な内部点検が基本であることを考える
ならば，第三者委員の職務は指針に示されるま
でもなく明らかであろう。
　社会福祉事業者の段階における苦情解決の流
れは苦情受付担当者を窓口にしているが，基本
的には組織的対応を求めているものである。
　社会福祉事業者の内部における苦情解決の仕
組みについて，苦情解決責任者等それぞれの役
割から考えてみる。
　苦情受付担当者の役割にはどのようなものが
あるだろうか。第一に福祉サービス利用者（子
どもや「保護者」等も含む）が利用している福
祉サービスに対する意向の把握と問題の所在の
把握をすることにより，福祉サービス利用者と
社会福祉事業者等の間にもっともよい関係を持
つ（不満が生じない，または不満が生じても直
ちに解決できる）ための安心感を保障できるよ
うにすることであろう。福祉サービス利用者が
自分の「担当」職員に何でも話すことができる
ようになることは福祉サービスの利用提供関係
にとって好ましいといえるが，苦情受付担当者
に直接苦情が寄せられたときには，「担当」職
員に「何でも」話すことができないのはなぜか
を考えることが重要になる。もちろん，苦情受
付担当者を明示しているのだから苦情を申し出
たい者は苦情受付担当者に申し出るのは当然の
こととに思われるが，本来であれば福祉サービ
ス利用者の要望等が日常的に担当職員に伝わっ
ていることの方が福祉サービスのあり方として
は望ましいわけで，福祉サービス利用者自身に
とっても直接のサービス担当者との関係が重要
図 2　事業者段階における苦情解決の流れ
出典：見平隆「福祉サービス苦情対応ハンドブック」社団法人愛知県社会福祉士会
（2006年），p. 59
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のはずである。そこで，苦情受付担当者は申し
出られた苦情の内容だけに関心を持つのではな
く，福祉サービス利用者と担当職員の関係性に
ついてもどのように対応しているのかというこ
とを考える必要があるだろう。
　苦情についてマネジメントし，解決プラン原
案への道筋を整理していくことが基本的な役割
となるが，苦情の受付についてはただ苦情申し
出者を待って行うというものばかりではなく，
福祉サービスの自己点検，自己評価をすすめて
いくという意味からもときには「ご用聞き」と
いう積極的対応も必要になるかもしれない。
　ところで，苦情受付担当者は社会福祉事業者
の職員（サービス提供実施者）であるため，同
僚職員を擁護する立場（職場における関係を壊
したくない）になりやすいという陥りやすい弱
点がある。また，他の職員を疑似管理する立場
になったりすることもあることから，他の職員
が苦情受付担当者の役割を理解することや問題
解決の自主点検に支障が生じることもある一方
で，他の職員を擁護する立場になりやすことか
ら，申し出のあった苦情の背景や要因を把握す
るのに支障が生じやすいという問題がある。
　つぎに，苦情解決責任者の役割は福祉サービ
ス利用者が自身と本人が利用している福祉サー
ビスの間によい関係を持つ（不満が生じない，
または不満が生じても直ちに解決できる）こと
ができ，自律性のある自立した生活を営むこと
ができるように支援することにあるとされてい
る。苦情解決責任者の中心的な職務は苦情が生
じる背景を改善することであり，そのことは苦
情解決の仕組みの中でもっとも重要なことであ
ると考える。苦情が生じる背景を運営上の問題
と管理上の問題と区分整理し，適切に的確に対
応しなければならない。ところが，苦情解決責
任者は多くの場合施設長であり，問題解決に
あたって職員を管理・監督する立場に立ちやす
い，あるいは，職員を擁護する立場にななりや
すいという弱点があるため，苦情解決責任者が
職員を擁護しすぎたり，組織防衛のために動き
すぎて，苦情解決とは反対に苦情の申し出者を
攻撃するということにもなりかねない事例も見
受けられる。職員から見て自分を擁護しない管
理者に対しては「信頼関係が損なわれる」と職
員の管理監督者の立場が出るならば，苦情解決
責任者としての立場から乖離することになるこ
とを考えなければならないだろう。それぞれの
事案に対してはどのような立場や視点で見なけ
ればならないか，自分の職務上からくる弱点を
どのように克服していかなければならないかを
考える必要があるだろう。苦情解決責任者に求
められる課題は福祉サービス利用者や苦情の申
し出者は何を求めているのかということを常に
忘れず，福祉サービス利用者や苦情申し出者が
おかれている状況を把握し，取りまく環境とと
良好な関係を維持・構築するためには福祉サー
ビス提供の責任者として何を実行しなければな
らないかを考えなければならないだろう。
　第三者委員の役割は福祉サービス利用者の立
場や特性に配慮して，利用している福祉サービ
スの内容的，制度的点検と苦情対応の仕組み，
対応過程について確認し，苦情解決責任者と苦
情受付担当者にサービス改善の助言をすること
により，福祉サービス利用者と社会福祉事業者
等が福祉サービスを媒介とした良好な関係を維
持することができるようにすることにある。第
三者委員の設置について理解が十分でない地域
もあるようだが，職務についての理解や第三者
委員の関わり方などについて積極的に考えられ
ていないと思われることがあげられる。2004
年に行った調査の中で，「自分のところには苦
情が出るようなことは何もしていないので，第
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三者委員を置く必要がない。」といいきる理事
長もいたが，苦情解決の仕組みの設置が努力義
務であること，法第82条に規定している条文
が私法上の裁判規範として作用する事案に遭遇
していないことなどから必要性の認識が適切で
ないと考えられる。
　第三者委員の選考および委嘱については前述
したが，2004年に行った調査研究の結果，福
祉サービス利用者の声を直接反映させるように
第三者委員を選任している社会福祉事業者も
あったし，いわゆる「福祉オンブズマン」に依
頼している社会福祉事業者もあった。また，福
祉オンブズマンに依頼するだけでなく第三者委
員もあわせて選任し，福祉サービスの苦情等に
関する委員会を設置して，苦情があってもなく
ても定期的に委員会を開催して福祉サービス提
供状況の報告や点検，検討を行っている社会福
祉事業者もあった。ある政令市管内の場合には
市社会福祉協議会に「福祉サービス苦情相談セ
ンター（福祉サービス苦情調整委員会）」を設
置し，管内の社会福祉事業者と委託契約をして
苦情相談などを行うほか，委員会の「苦情調整
委員」が第三者委員としての機能も担当してい
る。福祉サービス利用者からの相談，苦情に対
して専任の相談員が対応するだけでなく，必要
に応じて苦情調整委員が対応して調整を図った
り，社会福祉事業者を訪問して検討会や助言を
するなどしている。苦情調整委員は弁護士や社
会福祉士をはじめ，保健医療分野の専門家，福
祉サービスの知識がある大学教員などで構成さ
れ，原則毎月委員会を行っている。このような
あり方は，改正法に規定する社会福祉協議会の
あり方にも対応するものであり，改正法の趣旨
である地域福祉について共同体的価値意識の醸
成と共有を促進することになるだろう。
　第三者委員は社会福祉事業者の「内部評価者」
ともいえ，福祉サービス利用者の理解と利用し
ている福祉サービス（苦情解決責任者の判断）
との相違を明らかにし，理解の相違を生じさせ
た背景・要因を把握することにより，福祉サー
ビス利用者と社会福祉事業者の間に良好な関係
を持つための保障となるだろう。そのため，社
会福祉事業者から選任されていることからくる
社会福祉事業者を擁護する立場，あるいは社会
福祉事業者に「審判」する立場に陥りやすいと
いう弱点を克服しなければならないだろう。第
三者委員はその職務から社会福祉事業者に日常
的に助言できる立場であることを自身も社会福
祉事業者も認識し，第三者委員を選任した社会
福祉事業者は苦情があったときに第三者委員か
ら苦情申出人を説得してもらおうという考えを
もたないことが重要である。
4　運営適正化委員会のあり方
　運営適正化委員会の職務については一部前述
したが，法第84条（運営適正化委員会の行う
福祉サービス利用援助事業に関する助言等）に
より，「第81条の規定により行われる福祉サー
ビス利用援助事業の適正な運営を確保するため
に必要があると認めるときは，当該福祉サービ
ス利用援助事業を行う者に対して必要な助言又
は勧告をすることができる」という職務と，法
第85条（運営適正化委員会の行う苦情の解決
のための相談等）による「福祉サービスに関す
る苦情について解決の申出があつたときは，そ
の相談に応じ，申出人に必要な助言をし，当該
苦情に係る事情を調査するものとする」および
「申出人及び当該申出人に対し福祉サービスを
提供した者の同意を得て，苦情の解決のあつせ
んを行うことができる」という職務がある。
　前述した「運営適正化委員会における福祉
サービスに関する苦情解決事業実施要綱」には
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解決方法の検討として，①事情調査，②申出人
への助言，③申出人と事業者の話合い等による
解決のあっせん，④都道府県知事への通知，の
4点の要否などをなど解決のための方法を検討
することとしている。事情調査についての手順
としてまず第一に苦情申出人と社会福祉事業者
の両者の同意を得た上で実施することになり，
社会福祉事業者に対する苦情内容の通知，苦情
の内容に関する事実確認，社会福祉事業者の意
見等の聴取となっている。解決方法の決定では
事情調査に基づいて申出人に対する助言，社会
福祉事業者に対する申入れ等の要否と内容の検
討を行うが，虐待など不当行為が行われている
おそれがあると認められるときには都道府県知
事に対して通知しなければならない。苦情解決
にあたっての前提が両者の同意であるが，不当
行為については緊急性等を要し，当事者間の話
し合いに委ねることが適当でないと判断できる
ので，許認可の権限を有している行政による調
査，指導，監督が必要となる。
　苦情解決のあっせんの手続きについては特に
適正性が強く求められるため，施行規則第24
条―第27条に詳細に定められている。あっせ
んにあたって当事者の一方からあっせんの申請
があったときには，他方の当事者にあっせんに
同意するかどうか書面により回答することを求
めて確認しなければならない。回答を求められ
た者が指定された期間内に回答しなかった場合
にはあっせんに付することに同意しなかったと
みなされる。このみなし規定は行政処分に対す
る審査請求に対してみられることであり，社会
福祉協議会は独立した社会福祉法人であるが，
あっせんが不調に終わったり不当行為があった
ときには都道府県知事に対して通知し，それに
基づき都道府県知事が検査等を行った上で行政
処分を行うことを考えるとその連動性からみな
し規定の必要性もある。施行規則第27条（あ
つせん）は，「あつせんを行う合議体は，当事
者間をあつせんし，双方の主張の要点を確か
め，実情に即して事件が解決されるように努め
なければならない」としている。
　運営適正化委員会には法第85条の規定によ
り当該苦情に係る事情聴取する権限等が付与さ
れているが，これは苦情に係る当事者間では適
切な解決が困難であるような事例に対応するた
めには，それぞれの内容を整理し根拠を確認す
るなどが欠かせないからである。
　また，苦情解決の仕組みの周知や理解の促進
を図るために社会福祉事業者に対する研修の実
施や調査研究することも運営適正化委員会の重
要な役割である。苦情解決制度をはじめとする
改正法の柱は社会福祉事業者自身による自主的
な苦情解決であり，自らの福祉サービスの質の
向上にあるからで，運営適正化委員会はその支
援を行うことが必要である。
Ⅲ　苦情解決の仕組みにおける苦情解決の
考え方
1　苦情の理解
　「苦情」とは「他から害や不利益などをこう
むっていることに対する不平・不満。また，そ
れを表した言葉。」（大辞泉）と説明されるが，
英語では「complaint」と表される。苦情につ
いて心理学的に説明もできるが，基本的には不
満や不安ということになるだろう。人は常に安
定した個人生活と環境を適合させたいという基
本的な欲求があり，その基本的な欲求を充足さ
せるために具体的な行動をとるが，その際，欲
求と現実との差異が周囲との適合を自身の力だ
けでは達成できないと不満や不安として表出さ
れるとみることができる。いいかえれば，福祉
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サービスにおける苦情はさまざまな種類，内容
はあるが，福祉サービスの利用により福祉サー
ビス利用者の生活に対する欲求を充足させる過
程で生じるものと考えられる。したがって，福
祉サービス利用者が遭遇している現実を自身が
合理的に受け入れることができない，あるいは
期待と現実との乖離を自身が納得できないため
に，その解消を図ることにあると考えられる。
　自律性のある自立を確立するうえで安定した
個人生活と環境を適合させるための手段として
みるならば，福祉サービス利用者自身の「尊厳」
を防衛する，自分が望ましいと思っている，ま
たは，安定したい，変動させたくないと思って
いる生活の維持・継続を防衛する，望ましいと
思う生活に向けての発展を防衛する「専守防
衛」あるいは，「攻撃」としての苦情があるが，
苦情が生じる背景に福祉サービス利用者が福祉
サービス利用についての情報が不十分，不的確
なことから生じる不安や不信もある。また，苦
情として表面化する問題以上に改正法の趣旨
から見て重大な対応が求められるのは不満など
が苦情に転換しないことがあるということであ
る。
　人は何らかの発展欲求を保ってもっていると
考えられるので，希望や要望なども少なからず
あるものだが，通常はそれを表明しなくても自
分の生活にふつごうがなかったり，環境との関
係が良好とまでいかなくても安定していれば表
明されることはないだろう。しかし，①日々の
生活の中で不信感や絶望感があるとき，②援助
してほしいという欲求が封じ込められていると
き，③権利があることを認識していないとき，
④福祉サービスや身の回りのいろいろなことに
ついての知識が不十分であるときなどには，福
祉サービスの基本に関わる問題となる。1番目，
2番目については，「仕返し」をおそれている
場合や「あきらめ」のある場合が考えられ対
人援助技術や福祉サービスの内容に直接関係す
るものであるが，改正法が制度的にまず第一に
対応しなければならないとしたものは3番目，
4番目の場合であろう。福祉サービス利用にあ
たって事前の情報提供の重要性は改正法の主要
な主張であるが，情報の不足や錯誤から生じる
問題は結果的に福祉サービス利用者の不利益を
生じることになり，利用者保護の観点からも不
適切となる。
　自律性のある自立生活は適切な情報とそれに
基づく自己決定の保障から成り立つならば，福
祉サービス利用の事前の情報提供だけでは十分
ではなく，関係が継続している期間中において
も情報の継続的管理が不可欠となる。もちろん
情報については量的な提供だけでなく，福祉
サービス利用者の情報に対する理解の程度など
をどのように判断するかも極めて重要である。
そのため，苦情解決制度は情報の継続的管理を
保障するものでなければならないとみることが
できる。
　苦情の現象が表れる場面には生活に関するこ
と，環境に関すること，行事に関すること，権
利に関することなどがある。生活に関すること
では食事，おやつなども含まれるが，これにつ
いては福祉サービス利用者の主観（嗜好など）
によるものと健康などに影響が生じる客観性を
有する（例えば，食事の成分から生じるアレル
ギーの問題など）ものに区分することができる。
主観によるものについては福祉サービス利用者
の個別性，多様性に左右されることから従来は
否定的な見方もされていたが，自律性の観点か
ら対応されることもある。当然，客観性を有す
るものであれば，個別性，多様性があったとし
ても対応がなされなければ福祉サービス利用者
の尊厳は損なわれ，自律性のある自立生活を営
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むことができなくなるであろう。
　ややもすると社会福祉事業者の「専門性」と
いう主観に基づく対応により福祉サービス利用
者の客観性が損なわれることが生じるが，社会
福祉事業者はそのことを自らが提供する福祉
サービスの特性としてみることがあるため，苦
情として表出された問題の本質を見失うことも
あるだろう。
　改正法で対応する苦情は福祉サービスの利用
提供関係におけるものであるが，現実にある苦
情には福祉サービス利用者，直接の対象者とは
限らない。例えば，保育所の近所に住んでいる
人から「運動会の練習の声がうるさい。」とか，
送迎時の駐車が通行の支障となると苦情が寄せ
られることがあれば，どのように対応すべきだ
ろうか。苦情解決にかかる法第82条ではその
ことまでを想定しているだろうか。ここで考え
ておくことは，改正法の理念を規定している法
第3条（福祉サービスの基本的理念）や第4条
（地域福祉の推進）を適用しなくても，自ら提
供する福祉サービスについて地域住民の理解を
得ることは社会福祉事業者にとって共同体的価
値意識の醸成と共有を進めることにつながると
いう視点である。
2　苦情解決の理解
　苦情解決の仕組みなどは福祉サービス利用者
に対する権利擁護の具体的な方法であるが，そ
れは福祉サービスの選択と自己決定の権利の保
障が前提となっている。また，福祉サービスに
おける苦情は今後当該社会福祉事業者から提供
される福祉サービスを利用しない前提のもとに
申し出されるのではなく，反対に，当該福祉
サービスの利用継続を前提に苦情申し出される
のが前提であることが多い。ここに，福祉サー
ビスにおける苦情解決の特性があるとみること
ができる。いいかえれば，改正法で対象とし
ている苦情は福祉サービスの利用を終了するた
めの手段ではなく，福祉サービスを今後も利用
することにおいて齟齬が生じることのないよう
に福祉サービス利用者と社会福祉事業者の当事
者間において福祉サービスの内容の再確認をす
るための手段であると考えることができる。社
会福祉事業者から往々にして「嫌だったら他の
福祉サービスを利用すればよい」などの発言が
あったりすることは福祉サービスにおける契約
の趣旨を全く理解していないどころか，改正法
に規定する福祉サービス利用者の権利を不当に
侵害していることになるだろう。苦情や事故に
対しては福祉サービス利用者に対する福祉サー
ビスの継続性から「どのようにすれば改善でき
るか」，「どのようにすれば利用者が理解できる
か，納得できるか」の視点をもたなければなら
ない。
　苦情解決のための仕組みと過程は，社会福祉
事業者の自己点検，自己評価が基礎となるもの
であり，申し出された苦情について対応すれば
よいというものではない。福祉サービスの最低
基準や指定基準に対する自己点検はいわば「絶
対条件」を満たしているかどうかを確認するこ
とであり，これが満たされていなければ社会福
祉事業者としての存在そのものが否定されこと
になる。それに対して，福祉サービス利用者の
苦情や希望，要望に対する自己点検は自己評価
であり，「希望条件」をどの程度満たしている
かの点検と評価になる。第三者評価は自己評価
を客観的に行うための手段であり，第三者評価
と外部監査は同じ意味ではない。
　苦情の要因となっているもののひとつに福祉
サービス提供利用中の事故がある。事故後の対
応が遅い，事故発生時の情報を明らかにしない
などがきっかけとなり，民事訴訟などに及ぶよ
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うな問題に発展していくこともある。事故対策
をすすめるために，「ひやりはっと報告」とい
われる方法なども活用されており，この取り扱
いも大切であるが，誤解を恐れずにいうならば，
「ひやりはっと報告」は必ずしも事故対策には
つながらないときもあることを認識しなければ
ならない。事故などの発生原因は福祉サービス
担当職員が意識していないことから発生するこ
とが多いことをみると，報告は職員が意識した
範囲内のものでしかないという限界があること
を理解しなければならない。報告された行為は
たまたま事故にならなかった，たまたま担当職
員が気がついた事例であるということであり，
担当職員の意識啓発が適切に行われなければ効
果は上がらないことを改めて認識しなければな
らない。そこで，自主的な内部点検により一人
ひとりの福祉サービス利用者の個人的特性に事
故などの要因を見つけようとするなど，「例外」
を見つけるのではなく，「例外」を作らないた
めにはどうするかということを考えなければな
らないだろう。担当職員が問題をどのように把
握し理解するか，苦情解決責任者が問題をどの
ように理解し対応を決定するかで社会福祉事業
者の評価が決定されるだろう。
　苦情解決の仕組みで苦情受付担当者を設置す
るのも福祉サービス利用者が苦情の申し出をし
やすい環境を整えるためであり，事業所内に
「不満・苦情・問題」発見の仕組みをつくるこ
とで，問題に関わることなどの改善と福祉サー
ビス利用者への報告と確認，話し合いなどがそ
の基本となっている。改正法の趣旨である社会
福祉事業者の積極的な福祉サービスの質の向上
が苦情解決の仕組みと表裏となっていると考え
ると，苦情解決にあたっても自己評価をすすめ
るうえでも「達成度指標」をもつことが必要と
考える。福祉サービスにより生活支援の「大目
標」を実現するための「小目標」は何か，日常
生活上の「小目標」の達成確認をすることによ
り，利用者の「希望条件」を満たしているかど
うかを確認することができる。また，そのとき
最善と思っても振り返ってみれば他にも方法が
あることが多く，達成度指標によりその進捗状
況も把握することができる。一つの行為には少
なくとも二つの側面から見ることができること
から，複数の視点で達成状況の要因を見ること
が必要となる。苦情解決の過程は福祉サービス
による生活支援などの評価をどのように行うか
ということや福祉サービス担当者が自分の力量
を知ることにもつながり，福祉サービス担当者
として福祉サービス利用者の状況を適確に把握
しているか，問題から課題が明らかになってい
るかなどを見ることになる。
　苦情解決の過程の実際にあたっては受付段階
ですでに苦情解決そのものが始まっているとも
いえる。受付段階での苦情申出人の苦情・不満
の主訴では苦情申出人が何を問題としているの
かということはとても重要で，適確に受け止め
る，把握することが必要となる。苦情対応の実
際を見るとこの「何を問題にしているのか」と
いう部分が適切に行われていないことが多くあ
り，苦情の申出段階で対応策についての思いだ
けが先行してしまい，肝心の「受け止めるこ
と」がおろそかになってしまいがちである。苦
情受付担当者が自身が知っている場面であって
も，それについては「初めて聞く中身」と同じ
姿勢，同じ気持ちで対応しなければ判断を制約
することになるだろう。
　苦情解決過程で解決を困難にさせ，新たな苦
情を誘引することになるものに「思い当たるこ
とがありません。」という対応があるが，いろ
いろな希望や要望が出ていること，苦情が出て
いるということは紛れもない事実なのである。
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事実というのは，そのような事象があったの
か，なかったのかではなく，そういう苦情なり
希望・要望を福祉サービス利用者が言ってきて
いるということが事実なのである。事実から出
発するというのは苦情申出人が申し出ている内
容があったか，なかったかということを詮索す
ることではなく，言ってきているということが
事実であり，言ってきているということを適確
に検証していく，検討していくということが重
要である。苦情申出に対して「事実確認してか
ら返事します。」という場面が見受けられるが，
それは問題を広げ解決しにくくする重大な対応
になるだろう。事実確認というのは言ったか言
わなかったかとか，やったやらなかったという
ことを確認するのではなく，なぜそのようなこ
とを言ってきたのだろう，言っているのだろう
という背景や場面，環境や状況を知ることだり，
それが社会福祉事業者自身による福祉サービス
の質の向上につながるものである。「事実関係
を調べた結果，あなたの言っているようなこと
はありません。」とそのまま答えてしまうよう
であれば，苦情申出という事実の本質が見えな
くなるだろう。苦情申出人がそういうことを受
け止めた場面なり状況があった可能性があると
いうことを見ていかなければならない。
　また，苦情解決にあたっては調査，改善のた
めにその場面の状況などを適確にとらえて，な
ぜこの人はそのような判断をしたのかというこ
とを考えてみなければならない。社会福祉事業
者との見方考え方とは異なるのは当然であり，
自分たちと同じ考え方を福祉サービス利用者が
もつ方が不自然であろう。相手がなぜそのよう
な理解をしたのだろうということを苦情受付担
当者や苦情解決責任者は考えなければならな
い。自分たちに理解できないということは，相
手から見ると，なぜそういう態度を取るのか理
解できないとなってしまう。運営適正化委員会
に苦情が申し出されたときに福祉サービス利用
者は社会福祉事業者の態度が理解できない，社
会福祉事業者は福祉サービス利用者のことが理
解できないという状況で平行線をたどることが
しばしばあるが，少なくとも，社会福祉事業者
は自分たちのことを相手に理解させようと押し
つけるのではなく，援助が必要であるからこそ
福祉サービスを利用しているという原点を認識
する必要がある。その上で，解決にあたってど
ちらかが正しいという二者択一や「喧嘩両成敗」
でもない，福祉サービス利用の目標という視点
からの「第三の道」を見つけ，合意するという
ことが重要となる。どちらかが正しいという解
決を選択した場合には正しいとされなかった者
が納得するのは難しいであろうし，「喧嘩両成
敗」を選択した場合には両者に不満や悔いが残
るであろう。そこで，福祉サービスの利用提供
関係が継続することを前提にして，福祉サービ
ス利用の目的はそもそも何であったのかという
起点に立ち返ることが重要であり，目的達成の
ための具体的行動目標などを新たに設定するこ
とにより自己決定の正当性とその後の関係性を
築くことができると考える。
　さらに，実際に解決にあたっては対応できる
ことと対応しにくい問題があり，「現実の制約
に対する対処」が必要となる。制度上の問題だ
けでなく，物理的にもさまざまな制約があるの
で，現実の制約にどのように対処していくのか，
その制約を甘んじて受け入れたままで解決でき
るのか，制約を撤廃しなければ解決できないの
かも含めて，現実の制約というものを見ていか
なければならないだろう。その上で解決プラン
を示していくことになる。
社会福祉法に基づく苦情解決制度に関する考察
― 65 ―
Ⅳ　苦情解決制度における権利に関する課
題（おわりに）
　改正法により社会福祉事業者の苦情解決の仕
組みが規定されたが，依然として整備が進んで
いない状況がある。未整備の社会福祉事業者で
は何が支障となっているのかを明らかにするこ
とにより福祉サービス利用者の権利を制度的に
検討することにつながっている。改正法に規定
している苦情解決の仕組みは，日常生活自立支
援事業（旧　地域福祉権利擁護事業）とともに
福祉サービス利用者の権利擁護を具体的に示す
ものである。また，福祉サービスの自己点検お
よび第三者評価とも密接に関わる，福祉経営に
おける基礎的課題でもある。苦情解決の仕組み
は，苦情となって示される事象の解決が目的の
ように思われているが，示された苦情をとおし
て，社会福祉事業者における利用者の権利を侵
害する構造の改善と福祉サービス利用者の自己
決定を支援するものである。また，社会福祉事
業者における苦情解決の仕組みの整備は地域に
おける共同体的連帯の進捗状況を示す指標とも
なる。それは，社会福祉事業者が改正法の趣旨
である地域福祉の進展にどの程度関わっている
か，地域住民の視線にどの程度さらされている
かに関係してくる。
　介護保険制度では介護相談員派遣事業が任意
ではあるが市町村によって取り組まれている。
介護サービス事業所を閉鎖的にみるのではなく
地域に開かれた存在としてとらえ，市町村の介
護支援の体制づくりを促進し，何よりも介護相
談員に任命された地域住民が自身の居住する地
域の介護行政に関心を持つ契機になるという意
義をもっている。
　改正法の下での苦情解決の仕組みが社会福祉
事業者と福祉サービス利用者の関係の中で完結
するものであれば，改正法が意図している地域
住民の主体的参加による地域福祉の推進はきわ
めて制限的なものになるであろう。地域住民が
苦情解決の仕組みにどのように参画していく
か，参画できるかによって共同体的価値意識の
醸成と共有がすすんでいくであろうし，社会全
般で自律が実態として受け入れられていくであ
ろう。そこで，2001年と2004年に実施した「福
祉サービスに係る苦情解決体制整備状況に関す
る調査」の結果から自己決定の権利を保障する
苦情解決の仕組みのあり方について考えてみた
い。
　2004年調査において苦情解決の仕組みの規
定整備の必要性がないと回答した社会福祉事業
者（市町村も含む）の中には，「苦情がないの
で整備していない」，「早急に整備する必要性が
ない」，「内部調整がすすんでいない」，「重要事
項説明書で説明しているから苦情解決規定は必
要としていない」，「苦情手続き等を掲示してい
るので苦情解決規定を作成していない」などの
理由が述べられ，さらには「苦情解決体制整備
の必要性を認めていない」という回答もあった。
苦情解決の仕組みの整備は改正法により規定さ
れ，いつまでに整備しなければならないという
規定がないため多くの問題を含んでいるが，改
正法の趣旨が依然として理解されていないこと
が明らかであった。社会福祉事業者の経営者（理
事会を含む）が苦情解決体制整備の必要性を個
人的に認めないとしても，法令を遵守しなけれ
ばならないことの認識が必要である。また，「重
要事項説明書」はサービス利用にあたっての契
約に関わるものであるが，苦情解決規定とは同
じものではないのであり，それぞれの意味と役
割が理解されていない社会福祉事業者がいたこ
とがわかる。
　苦情解決の仕組みの整備において第三者委員
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の選任は社会福祉事業者内部にあって苦情解決
体制の点検，苦情内容の吟味，傾向の把握など
適切なサービス提供をすすめていく上で重要な
役割であることの認識が十分ではなかったとい
える側面がある。調査で「設置している」と回
答したうち，監事および民生児童委員の選任が
多く，専門職の設置は多くないが，福祉オンブ
ズマンや社会福祉協議会が第三者機関として設
置した福祉サービス苦情調整委員会活用してい
る社会福祉事業者も少なからず存在している。
第三者委員を「設置している」との回答の中で
第三者委員の属性をみると，保育所では教育・
保育関係者を選任したり，高齢者や障害者を対
象としている社会福祉事業者には福祉サービス
利用者・家族代表を選任しているところもあっ
た。この福祉サービス利用者・家族代表を選任
しているところでは日常的に第三者委員との連
絡，例えば委員会の設置や連絡会の開催などを
積極的に取り組んでいたりしているが，まだま
だ少数にとどまっている。
　調査では「苦情の定義がわからない」と回答
したところがあったほか，「苦情を言われるよ
うなことをしていない」と回答したところもあ
り，苦情解決制度における苦情のとらえ方につ
いてのずれがあると考えられる。2001年調査
と2004年調査を比較すると福祉サービス利用
者等への制度の周知と理解が進んでいることが
いえ，福祉サービス利用者の希望・要望も含め
て些細なことであっても苦情として積極的に受
付けて第三者委員への報告も含めて事業所内の
改善を進めている事業所の増加が確認できた。
　苦情解決制度は利用者主権の福祉サービス提
供利用関係を構築するためのものであり，社会
福祉事業者の視点だけでなく福祉サービス利用
者の視点から福祉サービスを見ることも必要で
ある。第三者委員は社会福祉事業者に選任され
事業者段階で対応する役割を持っているが，地
域における共同体的価値意識の実情を反映する
存在であるともいえる。社会福祉事業者の中に
あって地域住民の視点や福祉サービス利用者の
視点から社会福祉事業者の提供する福祉サービ
スを点検しなければならないが，多面的な視点
に立つことは困難であることを考えると，選任
のあり方が課題となる。また，専門性のある第
三者委員の選任については福祉サービス利用者
の権利擁護の視点からも大切ではあるが，制
度上課題となるのは利用者（申出人）の立場を
理解することができる第三者委員の選任につい
てである。スウェーデンなどでは当事者から選
任されたオンブズマンなどが福祉サービス利用
者の権利擁護をすすめる重要な鍵となっている
が，2004年調査で利用者・家族代表を選任し
ている事業所や人権擁護委員からの選任が全体
ではわずかであったことを考えると福祉サービ
ス利用者および代弁機能を担う第三者委員の選
任そのものが低い現状があるが，その実態が示
すことはきわめて重要な意義があると考える。
　苦情解決の仕組みは福祉サービス利用者が福
祉サービスを媒介として自律性のある自立生活
を実現する上で不可欠なものであるが，社会福
祉事業者と福祉サービス利用者自身の認識が成
熟し，地域における共同体的価値意識の共有が
図られていかなければ現実の生活へと結びつか
ないであろう。苦情受付担当者や苦情解決責任
者の認識と役割はきわめて大きいが，共同体的
連帯を模索する上では第三者委員の意義が極め
て高いと考える。苦情解決の仕組みから社会福
祉事業者の事業内容ごとの傾向や事業所種別ご
との特徴を把握し，第三者委員の関わりとその
対応について検討をすすめていくことが必要で
あると考える。苦情解決の仕組みの整備は目的
ではなく，サービス提供利用関係の円滑化をす
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すめ，福祉サービス利用者が自律性のある自立
生活を構築するための手段である。内部評価者
として第三者委員を活用することや，苦情を把
握する方法等の技能向上の促進，苦情解決の過
程と時系列的経過の把握などをすすめていかな
ければならないと考える。今後，地域への依存
が高まれば従前とは異なる共同体的連帯を構築
しなければならないだろう。第三者委員は制度
的にも福祉サービス利用者の助言者としての役
割が示されていることをどのように具現化して
いくかが福祉サービスを利用して自律性のある
自立生活を構築する上で重要であるならば，自
立を実現し維持していくことに深く関与する社
会のあり方を体現する存在となるであろう。自
己決定を保障する環境や自己決定の条件を保障
する具体的な第三者委員としての行為がなけれ
ば，依然として保護の対象であることを継続す
ることになる。
　苦情解決の仕組みをとおして「人間の尊厳」
を理念とした共同体（倫理共同体）のあり方を
社会的に保障するものであると考えることも今
後の社会のあり方を示唆するものであると考え
る。
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